
○苫小牧市市民参加条例（平成２０年条例第３０号）
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附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、市民参加の推進に関し必要な事項を定めることにより、市の政策の立案、実施

及び評価（以下「立案等」という。）の過程における公正の確保と透明性の向上を図るとともに、

市政運営への市民の参加を推進し、もって市民自治によるまちづくりの推進に資することを目的と

する。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 市民 市内に住所を有する者、市内で働き、又は学ぶ者及び市内で活動する法人その他の団体

をいう。

 市 議会及び市長その他の執行機関をいう。

 市民参加手続 市の政策の立案等の過程において、当該政策に対する市民の意見（情報を含

む。以下同じ。）を求める手続をいう。

（市民参加の推進）

第３条 市は、市民参加の推進に当たっては、この条例の目的、内容等について広く周知を図るとと

もに、市民が市民参加手続に参加しやすい環境の整備その他の必要な措置を講じるよう努めなけれ

ばならない。

２ 市は、市民参加手続を行うとき又は第１７条第２項の規定により市民に対して政策の提案を求め

るときは、これらの手続の実施予定、対象となる政策に関する情報等をあらかじめ市民に提供する

よう努めなければならない。

第２章 市民参加手続

第１節 通則

（市民参加手続の実施）

第４条 市は、次条に規定する政策の立案等をしようとするときは、市民参加手続として政策形成手

続及び市民意見提出手続を行うものとする。

２ 政策形成手続とは、市民意見提出手続に先立ち、立案等をしようとする政策の性質に応じて、次

の各号に掲げる方法のいずれか（市民生活への影響その他の事情を勘案して特に重要と認められる

政策の立案等については、複数）を行うことにより、当該政策に対する市民の意見を求める市民参

加手続をいう。

 審議会等（審議会その他の附属機関及びこれに類する合議体をいう。以下同じ。）を開催する



方法

 市民会議（当該政策についての調査及び検討を行うため、市民が自主的に運営する会議をい

う。以下同じ。）を設置し、その調査及び検討の結果について報告を受ける方法

 公聴会を開催する方法

 意見交換会、説明会その他市民意見提出手続に先立ち市民の意見を求める方法として適切であ

ると認められる方法

３ 市民意見提出手続とは、当該政策及びこれに関連する資料をあらかじめ公表し、意見の提出先、

提出方法及び意見の提出のための期間（以下「意見提出期間」という。）を定めて行う市民参加手

続をいう。

（市民参加手続の対象となる事項）

第５条 市民参加手続の対象となる事項は、次のとおりとする。

 基本構想及び市政の基本的な事項を定める計画の策定、変更又は廃止

 次のいずれかの事項を含む条例の制定又は改廃

ア 市政の基本的な事項

イ 市民に義務を課し、又は権利を制限する事項（使用料その他の市民が納付すべき金銭につい

て定めるものを除く。）

ウ 公の施設の使用許可の基準その他の利用方法に関する事項

 使用料その他の市民が納付すべき金銭のうち規則で定めるものの額の設定又は改定に係る基本

方針の策定又は変更

 市の施設のうち当該施設の性質及び建築等に要する費用の額を考慮して規則で定めるものの建

築等に係る計画の策定又は変更

 法令等（法律若しくは法律に基づく命令（告示を含む。）又は条例をいう。以下同じ。）に基

づく場合を除くほか、出資（出えんを含む。以下この号において同じ。）を行うことにより、当

該出資を受ける法人その他の団体の資本金、基本金その他これらに準じるものに占める市の出資

割合が２分の１以上となるもの又は当該出資の総額が５００万円以上となるものに対する当該出

資に係る基本方針の策定又は変更

 前各号に掲げるもののほか、市民参加手続を行うことが適当と認められる市の政策の立案等

（適用除外）

第６条 市は、立案等をしようとする政策が次の各号のいずれかに該当するときは、前２条の規定に

かかわらず、この条例の規定による市民参加手続を行わない。

 公益上、緊急に当該政策の立案等をする必要があるため、市民参加手続を行うことが困難であ

るとき。

 市の他の機関が市民参加手続を行って立案等をした政策と実質的に同一の政策の立案等をする

とき。

 法令等の制定又は改廃に伴う規定の整理その他の軽微な事項であるとき。

 市の組織、職員の勤務条件その他の市の内部の管理に関する事項であるとき。

 法令等の規定により当該政策に係る実施の基準が定められており、当該基準に基づき行うもの

であるとき。

２ 市は、前項の規定により市民参加手続を行わなかったときは、速やかに次の各号に掲げる事項を

公表しなければならない。



 市民参加手続を行わないこととした政策の内容

 市民参加手続を行わない理由

（市民参加手続の特例）

第７条 市は、他の法令等の規定により立案等の過程において市民参加手続と同等の効果を有すると

認められる手続を行ったときは、当該効果の範囲内において、市民参加手続の全部又は一部を行っ

たものとみなす。

（市民参加手続に準じた措置）

第８条 この節の規定は、この条例の規定による市民参加手続の対象とならない政策の立案等につい

て、市民参加手続に準じた措置を講じることを妨げるものではない。

第２節 政策形成手続

（会議等の公開）

第９条 審議会等その他の政策形成手続において開催された会議等（以下「会議等」という。）は、

公開する。ただし、当該会議等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該会議等の全部又は一

部を公開しないことができる。

 法令等の規定により公開しないこととされているとき。

 当該会議等において取り扱う内容に不開示情報（苫小牧市情報公開条例（平成１０年条例第１

４号）第７条に規定する不開示情報をいう。）が含まれると認められるとき。

 その他当該会議等を公開することにより公正かつ円滑な議事運営に支障が生じると認められる

とき。

２ 市は、前項ただし書の規定により公開しない会議等があったときは、その理由を公表するものと

する。

（審議会等の委員）

第１０条 市は、審議会等の委員の選任に当たっては、正当な理由がある場合を除き、公募に応じた

者を委員として加えなければならない。

２ 市は、審議会等の委員の選任に当たっては、当該審議会等の目的にかんがみ、委員の男女の数、

年齢及び在職年数並びに他の審議会等の委員との兼任状況その他の事情を勘案し、多様な市民の意

見が反映されるよう努めなければならない。

３ 市は、審議会等の委員を選任したときは、当該委員の氏名、任期及び選任の区分を公表するもの

とする。

（会議録の公表）

第１１条 会議等の会議録（当該会議等の議事経過を記録したものをいう。）は、公表する。ただ

し、第９条第１項ただし書の規定により公開しないこととされた会議等の議事に係る部分について

は、この限りでない。

第３節 市民意見提出手続

（市民意見提出手続）

第１２条 市は、市民意見提出手続を行うときは、次の各号に掲げる事項を公表しなければならな

い。

 政策の題名及びその内容（立案等に係る主な検討事項を含む。）

 政策の趣旨、目的及び立案等の根拠となる法令等の条項

 政策に関連する資料



 意見の提出先、提出方法及び意見提出期間

２ 市民意見提出手続により提出される意見には、当該意見を提出する者の氏名、住所その他の別に

定める事項が付記されなければならない。

３ 市民意見提出手続における意見提出期間は、第１項各号に掲げる事項を公表した日から起算して

３０日以上でなければならない。

（市民意見提出手続の特例）

第１３条 市は、市民意見提出手続を行う場合において、３０日以上の意見提出期間を定めることが

できないやむを得ない理由があるときは、前条第３項の規定にかかわらず、３０日を下回る意見提

出期間を定めることができる。この場合においては、同条第１項各号に掲げる事項を公表する際そ

の理由を明らかにしなければならない。

２ 市は、審議会等又は市民会議が市民意見提出手続に準じた手続を行って答申又は報告（以下この

項において「答申等」という。）をした場合であって、当該答申等と実質的に同一の内容で政策の

立案等をするときは、第４条第１項の規定にかかわらず、自ら市民意見提出手続を行うことを要し

ない。

（提出意見の考慮）

第１４条 市は、市民意見提出手続を行って政策の立案等をするときは、意見提出期間内に提出され

た当該政策についての意見（以下「提出意見」という。）を十分に考慮しなければならない。

（結果の公表）

第１５条 市は、市民意見提出手続を行って政策の立案等をしたときは、当該政策の公表と同時期

に、次に掲げる事項を公表しなければならない。

 政策の題名及びその内容

 第１２条第１項の規定による公表をした日

 提出意見（提出意見がなかった場合にあっては、その旨）

 提出意見を考慮した結果（市民意見提出手続を行った政策の案と立案等をした政策との差異を

含む。）及びその理由

２ 市は、前項の規定にかかわらず、必要に応じ、同項第３号の提出意見に代えて、当該提出意見を

整理又は要約したものを公表することができる。この場合においては、当該公表の後遅滞なく、当

該提出意見を一般の閲覧に供しなければならない。

３ 市は、前２項の規定により提出意見を公表することにより第三者の利益を害するおそれがあると

き、その他正当な理由があるときは、当該提出意見の全部又は一部を除くことができる。

４ 市は、市民意見提出手続を行ったにもかかわらず政策の立案等をしないこととした場合には、そ

の旨（別の政策の案について改めて市民意見提出手続を行おうとする場合にあっては、その旨を含

む。）並びに第１項第１号及び第２号に掲げる事項を速やかに公表しなければならない。

（準用）

第１６条 第１４条の規定は第１３条第２項に該当することにより市が自ら市民意見提出手続を行わ

ないで政策の立案等をする場合について、前条第１項から第３項までの規定は第１３条第２項に該

当することにより市が自ら市民意見提出手続を行わないで政策の立案等をした場合について、前条

第４項の規定は第１３条第２項に該当することにより市が自ら市民意見提出手続を行わないで政策

の立案等をしないこととした場合について準用する。この場合において、前条第１項第２号中「公

表をした日」とあるのは「公表に準じた手続が行われた日」と、同項第４号中「市民意見提出手続



を行った」とあるのは「市民意見提出手続に準じた手続が行われた」と読み替えるものとする。

第３章 市民政策提案制度

第１７条 市民は、次項に掲げる場合を除くほか、市に対して政策の提案をしようとするときは、別

に定めるところにより、１８歳以上の市民１０人以上の連署をもって、その代表者から、市に対

し、政策の提案をすることができる。

２ 市は、市民に対して政策の提案を求めるときは、提案を求める政策の目的及び課題、提案の方

法、提出期間その他の提案に必要な事項を明らかにして行うものとする。

３ 市は、前２項の規定により市民から政策の提案があったときは、その内容を総合的に検討し、当

該提案があった日から３月以内（前項の規定による政策の提案については、別に定める期間内）に

検討の結果及びその理由を当該市民（第１項の規定による政策の提案については、当該提案に係る

代表者）に通知するとともに、その概要を公表するものとする。

第４章 雑則

（公表の方法）

第１８条 この条例において公表することとされた事項（第１６条において読み替えて準用する場合

を含む。）の公表は、次の各号に掲げる方法のいずれかにより行うものとする。

 インターネットの利用

 苫小牧市広報紙への掲載

 当該事項を記載した資料の閲覧及び配布

 その他適当と認められる方法

（市民からの要望等）

第１９条 市は、この条例の施行に関して市民から要望等があったときは、その内容を検討し、当該

要望等の内容及び検討の結果を公表するものとする。

（委任）

第２０条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。
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